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際貿易の安全確保及び円滑化のための WCO「基準の枠組み」」（通称 SAFE：Security and 
Facilitation in a Global Environment）としてまとめられ、2005年 6月の総会で採択さ
た。 
「基準の枠組み」は、AEO（認定事業者、Authorized Economic Operator の略称）の概
念を組み込んでおり、AEO の要件や付与できる便益等について解説した「AEO ガイドライ
ン」が 2006年 6月の総会において採択され、2007年 6月の総会では、「基準の枠組み」に

















論文の構成について、第 1 章は AEO 制度誕生の背景を取り上げ、9・11 テロ事件の発生
という背景を紹介し、主に米国税関国境保護局 CBP（Customs and Border Protections）






第 3章は中国版 AEO制度導入の背景、制度の前身、内容などの面から中国版 AEO制度の
構築について論じた。法令順守は中国版 AEO制度にとっても重要である。 
第 4 章は日中版 AEO 制度の類似と相違、AEO 制度の相互承認及び日中物流における AEO
制度導入の影響について論じた。日中 AEO制度の相互承認の可能性も論じた。 
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1.2 9・11 テロ事件の発生と米国の取り組み 
1.2.1 9・11 テロ事件の発生 
だが、2011 年 9 月 11 日に米国における同時多発テロ事件は、グローバル化に致命的な
打撃を与えた。物流セキュリティ管理の重要性は今一番認識されるようになった。テロ事






9・11以降、米国はコンテナの安全確保を目的とした CSI（Container Security Initiative）、
通関手続きの円滑、簡略化などのメリットを付与する C-TPAT(Customs-Trade Partnership 




                                                 
1 リードタイムとは、企画から商品の到着までにかかった時間のことで、通常は日数で示す。 




表 1-1 テロ事件以降米国の取り組み 
施策 
2002 2003 2004 2005 2006 2007 
2002.3 CSI 導入 
2002.4 C-TPAT 導入 
2002.12 24 時間ル
ール導入 





























2002 年 3月に実施を発表して以後、CSIは飛躍的に発展を遂げてきた。4年間で 26の税
                                                 




関機関が CSIに加盟して様々な実施段階にある。2004年 5月 24日には、東京が 19番目の
CSI港湾となった。4現在、北米、ヨーロッパ、アジア、アフリカ、中東、および中南米の
港で CSIが実施されている。米国向け海上コンテナ貨物全体の約 86％を CSIが展開されて
いる 58の港がカバーしており、船積み前の対象になっている。5 














1.2.4 24 時間ルール 
米国 24 時間ルールは、米国向け貨物の船積港における船積 24 時間前にマニフェスト
（Cargo Manifest 積荷目録）を米国税関に対し提出させることを船会社、NVOCC（ Non 
Vessel Operating Common Carrier）8に義務付けたルールであり、CSI を補完すると位置
付けられた。輸出者にとってその物流に及ぶ影響は同プログラムの中で最も甚大である。 




http://tokyo.usembassy.gov/j/info/tinfoj-CBP-csi.html より、2010/05/10 アクセス。 
6 日本貿易振興機構ジェトロホームページ
https://www.jetro.go.jp/world/n_america/us/trade_02/より、2010/05/10 アクセス。 










1.2.5 C-TPAT の導入 
2003 年に米政府は、CBPによる監督のもと、国際供給網に伴う国家安全保障を強化する
目的で、C-TPAT（テロ行為防止のための税関産業界提携）を整備した。テロ事件直後の危



















外の国の製造業者は、基本的には CBP からの呼びかけがない限り C-TPAT への参加を認め
られない。外国の製造業者は、C-TPATに参加するために（C-TPAT Application Procedures 
                                                 













1.3 AEO 制度の誕生 







Security and Facilitation in a Global Environment）としてまとめられ、2005 年 6 月
の総会で採択された。10「基準の枠組み」11は、AEO（認定事業者）の概念を組み込んでお
り、AEO の要件や付与できる便益等について解説した「AEO ガイドライン」12が 2006 年 6




1.3.2 AEO 制度の概念 
AEOとは、“Authorized Economic Operator”の略称であり、直訳すると「認定された経
済事業者」となるが、一般的には「認定事業者」と認識される。AEO 制度は、サプライ・
                                                 
10 財務省ホームページ 
http://www.mof.go.jp/jouhou/kanzei/wco/wcosafe.htm より、2009.10.28 アクセス。 
11 付録 1 を参照。 








強化と効率化を両立させていこうとするものである。だが AEO 制度は WCO の 2006 年の総
会でガイドラインが選択されたものであり、国際上で統一して認められた執行標準ではな
い。WCO の発表によると、2008 年 5 月現在、150 ヶ国（WCO の 176 ヶ加盟国の 87％）13が
AEO制度の導入を表明している。 
 


















4. 新しい貨物取扱いプログラムへの参加を第一に考慮。  
                                                 
13 馬永飛、張樹傑「論我国海関推行 AEO 制度的若干問題」『上海海関学院学報』（2009/3）。 
13 
 
第2章 日本版 AEO 制度の構築 



























































                                                 
15 シングルウィンドウとは、関係する複数のシステムを相互に接続、連携することにより、1 回の




2.2.2 日本版 AEO 制度の導入 























年 3月には 100社と飛躍的に増加したほか、輸出額に占める割合についても、同 12.8％か
ら 42.2％16へと増加した。 
さらに、2007年度関税改正においては、保税蔵置場及び保税工場の被許可者、すなわち
                                                 















され、2009 年 7 月 1 日から実施されている。この認定製造者制度の導入により、日本の
AEO 制度は、輸出入貨物におけるサプライ・テェーン全体をほぼカバーすることができた
ように思われる。六つの制度により、日本の AEO制度が構成されている。 17 
  
                                                 
17表 2-1 日本版 AEO 制度を参照。 
17 
 
表 2-1 日本版 AEO 制度18 
制度 要件 概要 承認者数 
















































・ 一括（1 月分）での納税申告が可能 
73 
輸出者の AEO 制度 
【特定輸出申告制度】 










倉庫業者の AEO 制度 
【特定保税承認制度】 








通関業者の AEO 制度 
【認定通関業者制度】 








運送者の AEO 制度 
【特定保税運送制度】 







製造者の AEO 制度 









                                                 
18 郡山清武「我が国の AEO 制度の現状等について」『貿易実務ダイジェスト』（2009/9）、3 より作成。 
19 2009/10 現在、他のデータは 2009/7 現在。 
18 
 






























































































































                                                 
23 日本通運ホームページ 


































                                                 



















                                                 
26 図 1 を参照。 
27 図 2 を参照。 
24 
 







図 2 認定製造者による輸出通関29 
 
 
 図 2 の通り、認定製造者制度を利用することにより、貨物をコンテナー・ヤード等に運
                                                 















2.5 日本版 AEO 制度の現状分析 





























                                                 
30 表 2-2 を参照。 
27 
 
表 2-2 AEO 認定通関業制度でアンケート調査31 
問 1．認定通関業者制度についての理解度についてお伺いします。 全国 
1 よく理解できている 17% 
2 だいたい理解できている 56% 
3 細かいことはよくわからない 24% 
4 関心がないので、ほとんど勉強していない 3% 
問 2．認定通関業者制度の情報はどのようにして得ていますか。（複数選択可）  
1 税関に相談・問い合わせをしている 2０% 
2 税関等の開催した説明会に参加している 61% 
3 法令・通達や税関ホームページの資料などを見て勉強している 62% 
4 取り組みの進んでいる同業者から教えてもらっている 1０% 
5 その他 5% 
問 3．認定通関業者制度への取り組みの現状はどの段階ですか  
1 認定を既に取得している 2% 




4 まだ申請書を作成していないが税関と相談中である 12% 
5 社内で準備作業中である 14% 
6 他社の動向等、様子を見ているところである 56% 
7 認定を受けることは考えていない 13% 










                                                 




4 顧客（荷主）管理が厳しく、対応が困難である 28% 




7 地方に所在するため、税関担当者との相談、面談がなかなかできない 3% 
8 税関の対応に問題がある 4% 








3 審査・検査を軽減してほしい 55% 
4 ベネフィットについては、あまりこだわっていない 1０% 
5 その他 13% 
 





AEO貨物の通関時間は、わずか 0.1時間となった。輸入者の AEO制度を利用した AEO貨
物の場合、海上貨物及び航空貨物の別にかかわらず、通関所要時間（輸入申告～輸入許可）




                                                 
32 付録 4 を参照。 



















































     規則 
     弁法（方法） 












































3.2 中国版 AEO 制度導入の背景 







その後、1999 年 6 月から、税関総署令第 71 号「中華人民共和国税関の企業に対して実
施する分類管理方法」（中国語では「中華人民共和国海関対企業実施分類管理弁法」）が施





                                                 









































 中国において AEO の認定を受けるためには、EDI システムへのオンライン参加が欠かせ
ない要件として規定されている。 
 
3.3 中国版 AEO 制度の内容 
3.3.1 中国版 AEO 制度導入の目的 









                                                 




3.3.2 中国版 AEO 制度の特徴 
2008 年 4月 1日から施行された「中華人民共和国税関企業分類管理方法」では企業の分
類は、AA、A、B、C、D類の五段階となった。以前の旧企業分類管理方法では、A、B、C、D
類の四段階であった。具体的に、新規登録企業は B 類で、優良の度合いで A や AA 類、低
レベル Cと D類に分類された。AAと A類企業は相応の優遇措置を受けられる。例えば、貨









第4章 日中物流における AEO 制度の影響 


















初両政府ともコンプライアンスの観点に従って、取り上げていた。のち 2006 年に AEO ガ




































                                                 
41 陳蘇明、「AEO 認証対海関稽査的影响——基于風険管理基礎稽査的 AEO 認証」『上海海関学院学報』
（ 2008/01）、25-30。 











































4.2 日中物流における AEO 制度の影響 
















日本は、2008 年 5 月に、ニュージーランドとの間で相互承認取決めに署名し、2009 年
米国との間でセキュリティのレベルを維持しつつ、いかに貿易円滑化を図っていくかが重
                                                 
47 中華人民共和国中央人民政府ホームページ
http://www.gov.cn/banshi/2005-07/12/content_13758_3.htm より、2010/05/20 アクセス。 
48 以前、相互認証と名づけられていた。 






























                                                 
50 付録 5 を参照。 
51 付録 6 を参照。 
52 石嶋弘、儀賀良之「EU における国際物流円滑化とサプライチェーン・セキュリティ―認定事業者
制度（AEO）の導入とその影響－」『International Taxation』Vol.28、No.8（2008/8）、P55。 



































表 4-1 日本の国別輸出推移56（左軸単位：千円、右軸単位：％） 
 
  
                                                 
54 表 4-1 を参照。 
55 表 4-2 を参照。 
56 ジェトロ貿易統計データベース 








































AEO 制度は、まさに日中物流における潤滑油の役をしているものである。中国版 AEO 制
度の導入とともに、優良企業は通関手続き上の便宜を受け、優れた商品を日本に輸出しや
                                                 
57 ジェトロ貿易統計データベース 


























































                                                 






















                                                 
59 自由貿易協定 （Free Trade Agreement）。 
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輸出国による非破壊検知機器（大型 X線検査装置等）を使用した貨物検査の実施  
一定の基準を満たす民間企業に対する優遇措置の明確化  
 












                                                 























1. A. 通関の迅速化、積替え時間の減尐、保管費用の削減への措置 
2. B. AEO参加者に対して貴重な情報へのアクセスを提供 
3. C. 貿易混乱または脅威の度合いの高い時期の特別措置 
4. D. 新しい貨物取扱いプログラムへの参加を第一に考慮 
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○ 輸入者の AEO制度を利用した AEO貨物の場合、海上貨物及び航空貨物の別にかかわら
ず、通関所要時間（輸入申告～輸入許可）は 0.1時間となり、一般貨物の 3.1時間（海上）























付録 5  
報 道 発 表平成 21年 6月 26日 
財務省 
日米両国で AEO(認定事業者)制度が相互に承認されました 
6 月 26 日(金)、ベルギー・ブリュッセルで、財務省関税局と米国の税関国境保護局は、
セキュリティ管理と法令遵守の体制が整備された貿易関連事業者を認定し、通関を円滑化






 ※ 今般の日米相互承認取決めは、我が国としてはニュージーランドとの取決めに次ぐ 2
番目の取決め、米国にとってはニュージーランド、カナダ、ヨルダンとの取決めに次ぐ 4

















付録 6  
報 道 発 表平成 22年 6月 24日 
財務省 












（1） 日 EU税関当局は、輸出入貨物の審査・検査の際、当該貨物が相手国の AEO事業者
による輸出入貨物である場合には、その資格をリスク評価に反映させる。 
（2） 日 EU税関当局は、各種のセキュリティ関連措置の適用に当たり、相手国の AEO事
業者に対しては、その資格を考慮に入れる。 
（3） 日 EU税関当局は、有事の際に AEO事業者の貨物を優先的に取り扱う共同の仕組み
の構築に向け努力する。 
（4） 日 EU税関当局は、相互承認実施の再検討過程において更なるベネフィットについ
て議論する。 
 
